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農林水産業における
IT利活用
～ ITCができること～

　現在の「成長戦略」の中でも注目を集めている農林水産業、IT コーディ

ネータとして、どのようなご支援ができるのでしょう。今号の特集では、

今後 IT 化が進むと思われる農業にスポットを当ててみました。

　今号では特に「農業と IT」について、様々な目線の事例を取材させてい

ただきました。

　農林水産省様には国策目線でのお話し、農業の宝庫・帯広からは企業化・

IT 化を目指す農家支援のお話し、道の駅・栃木県佐野市「どまんなか　た

ぬま」からは近隣農家の意識改革と IT 化のお話し、6 次産業化認定を目

指す埼玉県深谷市の農家を支援機関とともに IT コーディネータが支援し

たお話し、です。

　外部の専門家としての IT コーディネータを効果的に活用された事例と

して、農林水産業に従事している方・支援している機関の方、すでに農林

水産業を支援している IT コーディネータはもちろんですが、今後農林水

産業支援を考えられている IT コーディネータの皆さまにも、たくさんの

ヒントがあると思います。

　今回、IT コーディネータ協会として、農林水産業にスポットを当てた特

集取材は初めてとなりました。日々の生活の中で大切な食に直結する農業

ですが、知っているようで知らないこと、まったく知らなかったことが本

当に多く、ぜひまた特集を組みたいテーマと感じています。

　この特集記事が多くの皆さまの参考になっていただければ幸いです。

IT コーディネータ協会 事業促進部　山川 元博



特集

農林水産業におけるIT利活用 〜ITCができること〜

今回は「農林水産業におけるIT利
活用」というテーマで、農林水産省
でITに関わる仕事をされている大
臣官房の渡邊智之氏、食料産業局の
都築伸幸氏、生産局の齊賀大昌氏に
お話しをお聞きしました。熊本県で
農業者の支援も行っているITコー
ディネータの中尾克代氏、ITコー
ディネータ協会の山川元博も加わ
り、座談会形式でお届けします（敬
称略）。

山川■まずは、今やられているお仕
事の内容をお聞かせいただけます
か？
都築■新事業創出課という部署にい
るのですが、農業分野への新しい技
術の導入と、知的財産を活用したブ
ランド化、植物品種の保護・活用と
いう大きく分けてこの3つがうちの
課の業務なります。

2013年6月に閣議決定された新IT
戦略「世界最先端IT国家創造宣言」
の中に、初めて農業分野のITのこ
とが特記されました。それに基づい

て農業者の匠の技をITを活用して
データ化し、そのデータを使って高
度な農業を行い、同時に知的財産を
うまく活用することによって周辺産
業も一緒に新たなビジネスができる
ようにすることを大きな目標に考え
ています。

それからもう1つ。農産物の生産
だけではなく、物流・商流において
もITを導入することによって農産
物のバリューチェーンを構築し、そ
れを消費者にうまく伝えることに
よって本来持っている付加価値を
もっと高められるようにしたいと考
えています。

この2つのことは、農林水産省で
もしっかり支援していきたいと思っ
ています。
齊賀■生産局というところは、まさ
に農業の生産現場を所管する部署で
す。品目ごとには例えば穀物課・園
芸作物課・畜産部だったりと、もの
を持っている所管課はかなりあるの
ですが、技術という横串で農業を見
ている課というのはなくて、それが
我々の技術普及課というところにな
ります。

高齢化が進む一方、新規就農を引
き受けていかなければいけないとい
う中で、どうやって技術を継承して
いくかというのが喫緊の課題になり
ます。それも長い時間をかけるので
はなく、スピードアップして実現す
る必要があるのです。そこの分野で
ITを活用できるのではないかとい
う発想の元で、今回のIT戦略にも
参画するような事業を提案させてい
ただいています。

また、2013年末より「スマート農
業」の研究会を立ちあげ、さらに省
力化を目指すロボット技術の活用な
ども検討しています。
渡邊■私の部署は省内向けと省外向
けの仕事に分かれています。農林水
産省では情報インフラを持っていま
すので、省内の仕事としてはそのイ
ンフラをサポートすることになりま
す。その他としては各部署がさまざ
まなシステムを持っていますので、
そのIT予算や仕様書の相談も行っ
ています。省外に対しては、新IT
戦略等の窓口の役割をしています。
これらに関連する他省庁からの業務
依頼を、都築さんや齊賀さんなどの

農業者の潜在的なITニーズを引き出すことが重要
−農林水産省−

6月に閣議決定された
新IT戦略に基づいた業務も

大臣官房 統計部 管理課 情報室 係長
渡邊智之氏

食料産業局 新事業創出課 課長補佐
都築伸幸氏

生産局 技術普及課 課長補佐
齊賀大昌氏
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部署に対応をお願いするのが私の部
署の役割です。

同時に、農業分野でのITの普及
率の調査など、統計・調査の仕事も
行っています。例えば、日本全国の
IT活用の先進事例を実際に見にい
き、それをレポートにしてホーム
ページに掲載しています。同じこと
で困っている農業者が、このレポー
トを参考にして解決策を見つけられ
るようになればと考えています。

中尾■昨年のNHKの番組で、先進
技術を使ったオランダの大規模な農
業が紹介され、農業とITというと
そのようなイメージを持たれる方も
多いと思うのですが、農林水産省の
ほうでは、農業とITというとどの
ようなイメージお持ちになっている
のでしょうか？
都築■渡邊さんのところで行った
ITの普及率の調査の中で、ITを活
用していると答えた人でも、スマー
トフォンで天気予報を確認している
くらいの人が多いのです。ITの活
用に対する考え方は、農業者によっ
てずいぶんと違うと思います。

ITというのはデータ蓄積の容易
さ検索のしやすさ、即時性などいろ
んなメリットがあると思うのです

が、そのメリットを分かりやすく農
業者に訴えることができれば一気に
普及していくと思います。
中尾■農業の大規模化にはやはり
ITの導入は効果がありますか？
渡邊■地域によってITに求めてい
るものも違っており、北海道の方た
ちの話を聞くと、一番に求めている
ものは効率化なのです。それ以外の
地域では、どちらかというと生産物
の価値向上やマーケティングに興味
がある人が多いのです。
中尾■「GAP」（Good Agricultural 
Practice、農業生産工程管理）が注
目を集めています。昔から農作物の
生産工程に関してはメモ書きなどで
残しているところもあるのですが、
それがきちんとした形で記帳化・記
録化がされていないところが現状だ
と思います。
齊賀■私は以前GAPの担当だった
のですが、まさにその通りだと思い
ます。農業者の方々にとっては記録
を残すことは面倒なことなのです。
ですから、それをITによって軽減
化できればいいですよね。
渡邊■IT化するには、体制づくり、
フローづくりをしなくてはいけな
いのですが、IT化の良いところは、
導入を検討することによって、それ
だけでかなり効果が出るところな
のです。GAPも同じで、自分たち
の中で体制づくり、フローづくり
をしなくてはいけない。ですから、
GAPを入れている農業者や検討し
ている農業者に、IT化を勧めるほ
うがすんなりと入りやすいと思いま
す。今は十人十色である農業者に
IT導入をして非常に苦しんでいる
状況だと思います。
中尾■課題は何なのかを自分で把握
してもらうためには、GAPを入れ
るのは非常にいいと思いますね。そ
れから、ITコーディネータは個人
事業主や中小企業をよく支援します
が、現状把握ができていなかったり、
自社の強みに気づいてないところが

多いです。それは、農業者でも同じ
です。農業者は、それぞれに味や、
品質、栽培法などの強みをもってい
ますが、それが把握できていない。
データとして見えるという意味では
ITはいいですよね。
渡邊■例えば、地域の農業者が200
人いるところでは、そこで誰が一番
で誰がビリだというのは全然分から
ないというのが現状です。それが個
人の名前を秘匿した状態で、自分が
今どのポジションにいるのかが分か
り、10位上げれば年収がこれだけ
変わるっていうのが目に見えれば、
きっと頑張れると思うのです。だか
ら、でき上がった農産物のクオリ
ティが定量的に示せて、それにより
農業者個々の順位やスキルが分かる
ようなITシステムがあれば、頑張
る人も出てくるのではないかなと思
いますね。

都築■ITコーディネータさんって、
ITの専門家であると同時にそうい
う経営診断もできないとだめなので
すね。
山川■「失われた10年」と言われて
いた頃に、経営者が欲しいシステム
とベンダーが提供できるシステムっ
ていうのにかなり差があって、でき
上がってみると思っていたものと
違うという状況が多々あったので
す。今でも少し聞く話ですが、その
ギャップを埋める人材が必要だとい
うことで、約13年前にITコーディ
ネータ制度ができたのです。
渡邊■現在農業ITを利活用されて
いる方たちも、ITシステムにお金
を出しているというよりはそれに付
いてくる人にお金を出していると思
うのです。要するに、その人が色々
と面倒を見てくれ、体制づくりやフ
ローも考えてくれる。その人たちが
いなくなると、システムも回らなく
なると思うのです。

課題を把握するには
「GAP」は有効

やりたいことにマッチする
システムをうまく探せない

農業者の潜在的なITニーズを引き出すことが重要

ITコーディネータ 中尾克代氏

7



山川■農業者と中小企業は違うのか
なというイメージがあるのですが？
中尾■大きく違うのは、農業者は圧
倒的に現場にいることが多いという
ことです。私の知人に若い農業者が
結構いるのですが、じっと事務所に
座ってパソコンをさわっていると親
が文句を言うそうです。それがIT
化を阻止しているのではないかと。
農作業をしているほうが大事という
文化があるようなのです。
ですから、スマートフォンやタブ
レットなどのモバイルが登場し、現
場でいろいろと入力や参照ができる
ようになったことで、IT化が加速し
ていくのではないかと考えています。
渡邊■自分のことはあまり人に言い
たくはないが、人のことはすごく知
りたいというのもあるようですね。
異業種の方々はオープンにすること
が付加価値だと分かってるのです
が、オープンにすること自体に価値
を見出していない方が多いように思
います。

ITに関しても現状は、5%の人た
ちが頑張っていて、そこが成功した
ら残りの95％の人たちもやってみよ
うかというスタンスなのかなと。

また、いま自分のやりたいことに
マッチするシステムがどれなのかよ

く分からない、探せない状況もあり
ます。そんなときにアドバイスをし
てくれる人もなかなかいない。たま
たま知り合った人にお願いするケー
スが多く、それが自分の使いたかっ
たシステムと全然違っていることに
なってしまうのです。
山川■農業者の方って家族経営で
やっている人が多くて、労務管理も
しっかりやっていないところがほと
んどだと思うのですが、先日取材し
た北海道のある農業者では、スマホ
を使い労務管理を行っていて驚きま
した。
渡邊■労務管理や在庫管理は非常に
大それたことに思われるのですが、
それをやることによって作物に適切
な価格を付けることができるので
す。農薬、肥料なんかは使用期限が
あります。農薬はある日突然使えな
くなるケースもあります。そういう
のもちゃんとITで管理していけば
とても便利だと思います。例えば、
この農薬は3回まで散布できるが、4
回目は散布できないということを散
布する前に警告してくれるようなシ
ステムだとか。

あと、例えば売価に対して肥料や
農薬がどれくらいかかっているのか
がすぐに分かれば、それらを別のも

のに変えたりするという経営判断も
できる。それがITで実現できれば
いいですね。

山川■ITを使う方というのは若い
農業者が多いのでしょうか？
渡邊■2通りあります。若い人は親
父のような農業をやりたくない、変
えてやるのだという意識で取り入れ
ていて、一方、年配で取り入れる方
は子供にちゃんと継がせてあげたく
て、頭の中のことをデータ化して
しっかりと残しておきたいとITを
活用しているのです。
齊賀■どちらにしろ目的意識がしっ
かりしていればITに行きつくので、
別に老若男女は問われないと思いま
すね。
中尾■ハウス栽培をしている農業者
から質問が多いのは、どんな農業用
のシステムがあるかということで
す。ハウスというのは露地栽培に比
べてシステムで制御や効率化をしや
すいからでしょう。私の周りではこ
のようなニーズは多いので、行政も
有用な情報を流せるようになればい
いと感じています。
齊賀■農業にIT ってそんなに難し

い話じゃないと思うのです。目
的意識は小さくても構わなく
て、ニーズがあってそれに対
するソリューションを出して
あげれば、すぐに入っていく
ように思います。ニーズは本
当に多いと思います。それを
うまく引き出してあげること
が重要だと思います。
山川■ITというのは情報共有
だとよく言われますけれど、使
う人・使わない人が出てきて、
それによって年収に差が出て
きたりするケースもあります。
IT化が進んでいってもいいの
でしょうか？ 農業も競争に
なっていくのでしょうか？

携帯電話のように
ITが身近なものになればいい
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農業者の潜在的なITニーズを引き出すことが重要

都築■一人ひとりの農業者は、より
いいものを作りたいという思いはあ
るはずです。ただ、皆さんいくらお
金が入って来るかということには敏
感ですが、いくら投資しているかと
いうのがいまいちだったりするので
す。コスト意識を持って収益を最大
化するという観点で考えると、IT
の投資というのも、コストとして
ちゃんと考えていただけるのではな
いかと思いますね。
中尾■携帯電話のように、あまり
ITを使っているという意識がなく
て、自然に使っているようなものに
なればいいですね。例えばトラク
ターなんかには、最初からITが搭
載されて必要なデータが取得するの
が当たり前のような感じでしょう
か。
渡邊■そうですね。農業者の方は、
ITを導入すればものすごく楽に
なって儲かるというイメージが強い
と思うのです。でも、実際ITベン
ダーにやらされることって、毎日作
業日誌を付けてくださいとか、IT
を入れると面倒くさくなるのではな
いかと思われているのが現状なので
す。そこのギャップが埋まっていな
いのです。

確かに携帯電話のように、持って
いないと時代に乗り遅れているなと

思えるように、農林水産分野におけ
るITも身近なものとして浸透して
ほしいと思います。
齊賀■中尾さんがおっしゃった現状
と課題を明確にしないと対策が打て
ないっていうのはまさにその通り
で、現状も課題も把握しきれない中
で、農業者の皆さんが今の農業現場
を支えているのです。
中尾■確か農林水産省の経営局から
でている「新たな農業経営指標」は
インターネット経由で自己チェック
ができます。一度入力してほしいで
すね。そうすれば自分の課題がみつ
かると思います。

山川■どこから、どんな情報を得た
らいいのか分からない農業者さんも
多いと思うので、ITコーディネー
タ協会もしっかりと情報発信をして
いきたいと思います。
最後に、新しい動きや施策がありま
したらお聞きしたいのですが？
齊賀■GAPの流れになるのですが、
記帳の手間というのがあるので、そ
れをトラクターやコンバインなんか
が自動で情報を取得できるようにし
ましょうという動きがあります。ま
ずは収量・品質を自動で取得して、

次年度の営農に生かすというような
収量コンバインみたいなものが先行
して出ていくことになると思いま
す。
都築■農業者の方はITを使うのは
ハードルが高いけど、新しい機械を
使うのは好きというところがありま
すからね。
山川■農業者の皆さんが興味を持っ
ているものにITが入っていくので
すね。そういう機械を購入するにあ
たって、補助金などは出たりするの
ですか？
齊賀■農業機械に関しては、リース
契約の場合に補助は出ています。
渡邊■予算関連では、新IT戦略を
受けて初めて平成26年度に予算がつ
きます。そのIT関連予算というの
は、農林水産省としては今までにな
い額がついています。これをうまく
活用していきたいですね。

ただ、仕様書をしっかりと読み解
いておかないと、これでITを入れ
ていいのかどうかは一般の人は分か
りづらいと思います。私のところで
はIT関連の予算に関しては一覧表
にしてすぐに送れるようにはしてい
ますので、ぜひ利用していただきた
いですね。
齊賀■同じことの繰り返しになりま
すが、現場のニーズって潜在的には
あると思うのです。ITの専門家が
うまくそのニーズを引き出していた
だければ、ソリューションもすぐに
見つかると思います。

それが敷居が高いのであれば、
我々の補助事業を活用してもらえれ
ばいいし、みんなで農業者の困って
いるところを解決してあげられれば
いいなと思います。

そのニーズの引き出しというとこ
ろで、ぜひITコーディネータの方々
にもご協力いただければと思いま
す。

アイティ経営研究所　中尾克代
http://www.itbizlab.jp/

ITコーディネータ

26年度は新IT戦略を受けた初めての
予算、効果的に活用して欲しい
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特集

農林水産業におけるIT利活用 〜ITCができること〜

北海道十勝地方は、食料自給率が
約1100％に及ぶ、我が国有数の食料
生産基地である。その拠点都市とし
て人口約17万人の帯広市がある。
「IT経営カンファレンス」は昨年

度に引き続き、平成25年度も全国6
カ所で開催されたが、今回はこの帯
広市でも2月4日に「北海道IT経営カ
ンファレンスin 帯広」として開か
れた。

カンファレンスのテーマは「ITを
通して覗く十勝の未来、農業の未
来」。北海道経済産業局や北海道十
勝総合振興局、十勝毎日新聞社、帯
広信用金庫などの後援を得て、農業
を中心テーマにおき、IT利活用の
実践事例などを紹介した。カンファ
レンス当日は、地元の中小企業の経
営者や農業従事者など78名の来場者
があり、会場はほぼ満席になった。

今回のカンファレンスの主催者
は、ITC十勝と北海道ITコーディ

ネータ協議会（ITC北海道）。ITC十
勝はITC北海道の支部として発足し
た届出組織だ。ITC北海道の阿部裕
樹会長は、「北海道は広くて札幌だ
けではカバーしきれない。支部が
あったほうがいい」と支部の必要性
を語る。現在は帯広のほか、釧路、
函館にも支部が誕生している。

もともと帯広市にはITコーディ
ネータはいなかったが、2008年に高
田聡史氏がこの地へ戻り、その後、
佐藤賢一氏、睦好正治氏も活動を開
始した。3人になったこと、そして
ITC北海道の前会長である赤羽幸雄
氏のアドバイスなどもあり、2012年
10月にITC十勝という届出組織が誕
生。発足後に城宝孝志氏も加わり、
現在は4人の体制となっている。す
べて独立系のITコーディネータと
いうのもユニークな点だ。

ITC十勝では、中小企業の経営者
を対象にした無料の相談会を定期的
に開催するなど、帯広市を中心とす
る十勝地方の経済を、ITの利活用
で下支えすることを活動の目標とし
ている。

佐藤氏は「十勝圏の人口は30 ～
40万人。日本にはそのような都市圏

は多いので、ITC十勝が参考になる
ようなローカルモデルを作っていき
たい」と地方ならでの事例を増やし
ていきたいと語り、また睦好氏は

「ITC十勝という存在をいろいろな
人、とくに支援機関に知ってもらい
活用していただきたい。そして、地
元でITコーディネータを育てたい。
企業内のITコーディネータも出て
ほしい」とITコーディネータの知
名度を上げたいと語る。

十勝地方は日本の食糧基地。農業
は重要な分野であるが、IT化はま
だまだ発展途上。ITC十勝の代表で
ある高田氏は「先進的な活動をして
いる農家もいるので、まずはその人
たちをうまく巻き込みたい。それに
は、事例紹介とフィードバックや
フォローがポイントになる」と語る。
今後は支援機関と連携して取り組ん
でいくことも重要だという。

ITC北海道の阿部会長も「帯広は
農業の宝庫であり、農業は今後IT
化が進む分野。ITC十勝は農業従事
者の支援を積極的に行ってほしい。
足りないところは107名いるITC北
海道がバックアップする」と、ITC
十勝の活動に期待を寄せている。

IT化を目指す農家を、地元のITコーディネータがサポート
−ITC十勝、三浦農場−

農業従事者などを集めて
農業をテーマに開催

ITC北海道の支部として
ITC十勝が誕生

2月4日に開催された 「北海道IT経営カンファレンスin 帯広」 （前列左より）ITC十勝 代表 高田聡史氏、ITC北海道 会長 阿部裕樹
氏　（後列左より）ITC十勝 睦好正治氏、同 佐藤賢一氏
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今回のカンファレンスでは、農業
従事者の事例も紹介された。
「三浦農場」は帯広市に隣接する

音更町にある農場。面積は99ヘク
タールを誇り、小麦、馬鈴薯、ビー
ト、豆類などを作っている。

三浦尚史氏は三代目の農場主。北
海道大学を卒業し、帯広市の農機具
メーカーに勤めていた三浦氏は、13
年前にこの農場を引き継ぐにあたっ
て、IT化をはじめとする農場の近
代化に着手した。

まず取り組んだのが農場の“企業
化”だった。三浦氏は一般企業で働
いていた経験から、農家の企業化の
必要性を痛感していた。家族だけで
やっていく農業から、外部雇用や人
材派遣を利用し、まさに1つの企業
として農場を経営してといういく考
えだ。

まずはきちんとしたマニュアルを
作り、農場を効率よく組織的に運営

していくことから始めた。例え
ば、農薬の在庫管理や農機具の整
理、そして経理の作業など、誰で
もやれるようなことからマニュ
アル化した。このマニュアルがあ
れば、新しく従業員を雇ったとき
も仕事の内容がすぐ分かるし、将
来農業を目指したいと思ってい
る人のためにも、農業の作業を数
値化する必要があると三浦氏は
考えた。
さらに一般企業と同じ労務管理の

考え方も導入し、タイムカードでは
なく携帯電話を使って勤怠管理がで
きる独自の労務管理システムも作っ
た。

この三浦氏の独自の考えは、農作
業の効率化にも反映されている。そ
の最初の試みは、除草する機械に
カメラを取り付けたことから始ま
る。この機械の操作には正確な運転
技術が要求されるが、カメラを付け
るだけでその操作がものすごく簡単
になった。農作業自体に経験のない
人でも、短期間で操作できるように
なったのだ。

三浦氏は“誰でもできる”を柱に、
その後もいろいろなアイディアを出
していった。中でも無人でトラク
ターを操作するシステムには、マス
コミをはじめとして農機具メーカー
などからも大きな注目を集めてい
る。

これは2台1組のトラクターで行う
システム。1台は無人のロボットト
ラクターで、それをもう1台のトラ
クターに乗った人間が遠隔操作をす
る。トラクターの運転だけでなく、
作業スピードの調整、緊急停止など
が可能だ。このシステムはGPSの技
術を応用し、北海道大学の研究室と
共に開発した。

ITC十勝の城宝氏は、三浦氏とは
高校の同級生という関係。今回のカ

ンファレンスでは、農業のIT化の
先進的な事例として三浦氏に講演を
依頼した。同時に城宝氏は三浦氏か
ら、次のステップである「農業クラ
ウド」についての相談も受けている。
「三浦さんの考えは一歩先を行っ

ています。例えば企業化の話ですが、
初心者でも農作業ができるようにし
たり、第三者的に見て何をやってい
るのかが分かる仕組みを作るのはす
ごく重要なことだと思います」

今後も目標に向かってがんばる三
浦氏を、積極的にサポートしていき
たいという。

三浦氏は農業のIT化、そして企
業化は今後ますます重要になってい
くと考えている。
「時代の流れで、農業という産業

もIT化されていくと思います。さ
らに親方一人という農業から、従業
員一丸となって取り組むスタイルの
農家へ変わっていくはずです。

それから日本独自の技術の発展も
重要です。外国には一度に大量の肥
料をばら撒くような荒い農業機械も
あるのですが、それだったらGPSの
技術を応用し少人数でやるほうが費
用対効果は高い。新しい技術をどん
どん取り入れて、日本の独自の農業
のやり方で、日本ならではの価値の
ある農産物を作れば、TPPの影響に
負けず生き残れるはずです」

三浦氏は自分が作ったシステムや
サービスを、他の農家にも広めたい
と語る。三浦氏のような農場主が多
く登場すれば、農業のIT化は一気
に進みそうだ。

企業化とIT化を目指す
先進の農場主

ITCの協力のもと
日本独自の農業を目指す

IT化を目指す農家を、地元のITコーディネータがサポート

ITC十勝誕生のきっかけを作った赤羽
幸雄、前ITC北海道会長

 〈農場概要〉
三浦農場
北海道河東郡音更町東和東1線18番地
http://miura-farm.com/

 〈組織概要〉
ITC十勝
北海道帯広市帯広市西2条南10丁目10番地 かじのビル3階
http://www.facebook.com/ITC.Tokachi
設立：2012年10月

三浦農場 代表 三浦尚史氏（写真右）と
ITC十勝 城宝孝志氏
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特集

農林水産業におけるIT利活用 〜ITCができること〜

最近は全国どこでも見かけるよう
になった「道の駅」（みちのえき）は、
国土交通省により登録された休憩施
設と地域振興施設が一体となった道
路施設のことを指す。

1993年4月に旧建設省と地方自治
体の協力で全国で103カ所の道の駅
が登録されたが、以後その登録数は
伸び続け、2013年3月には1000カ所
を超えるまでになった。

栃木県佐野市にある「どまんなか 
たぬま」は、2001年11月に栃木県内
9番目の道の駅としてオープンした。
現在は車で約3分のところに北関東
自動車道佐野田沼ICができ交通の
便も良くなったが、オープン当初の
立地条件は決していいものではな
かった。

代表取締役社長である篠原敏秀氏
がここに赴任してきたのは2000年6
月のこと。すでに田沼町（現佐野市）
が栃木県に道の駅整備要望書を提出
し、用地の取得も済んでいたころ

だった。

東武百貨店出身という篠原氏は、
まずは行政主導ではなく民間主導で
道の駅の設立を進めたいと考えた。
「行政のルールは、あれはダメだ、

こうして欲しいと規制が多すぎる。
そういう両手両足が縛られた状況で
は結果が出ないので、民間主導でや
らせてくれとお願いしました」

さらに篠原氏は、施設に入る店の
選定に独自の考えで臨んだ。

通常、このような施設には、レス
トランや売店などに全国展開をして
いるようなテナントを入れるところ
が多い。しかし、立地条件が厳しい
こともあり、なかなか魅力的なテナ
ントを呼ぶことができなかった。そ
こで篠原氏は、逆転の発想でこの窮
地を乗り越えた。
「こういう小さい施設で責任者の

考えを浸透させるには、自前じゃな
いとダメだと思った。ですから、か
なり苦労しましたが、レストランも

独自の色を出した中華レストランを
作ったのです」
「どまんなか たぬま」にある中華

レストラン「花と華」は、地元産の
野菜を食材として使うなどオリジナ
ル色を出し、休日は長い行列ができ
る人気店になった。

さらに、地元の農産物を直販する
「朝採り館」も高い人気を誇ってい
る。ここでは現在、約160件の地元
の農家と契約し、生産者が作った野
菜などを朝に持ち込んでもらい、そ
れを委託販売している。

当初は近くのエリアの中で育てた
野菜を限定販売していたが、それだ
けでは購入できる商品がかたよって
しまう。客の要望もあり他のエリア
からの仕入も行うようにし、野菜に
関しては年中豊富に揃う店にした。
ただ、地元産以外の農産物の売り上
げは全体の3割に抑え、スーパーや専
門店などとの差別化を図っている。

この「どまんなか たぬま」の利用
者数は年々増加し、2002年度の年間
入場者数約82万人が2012年度には約
180万人にまで伸びた。売上のほう
も右肩上がりに伸び、2012年度は15
億4千万円を記録。2013年度は17億
円を目標にしているという。

また施設も年々充実し、2012年4
月には無料で利用できる田沼温泉を
使用した「足湯」もオープンし人気
を集めている。

この「どまんなか たぬま」では、
2004年にIT経営成熟度診断を受け
ている。このIT診断は、より多く
の企業が経営に役立つ情報化を実行
することによって企業競争力をより
高められるように、経済産業省と情

農家の意識を変革し、IT化にも積極的に取り組む
−道の駅「どまんなか たぬま」−

交通の便が良くない場所に
2001年オープン 民間主導で音頭取り

直営のレストランも開設

ITコーディネータによる
IT診断を受け、IT化が加速

株式会社どまんなかたぬま 代表取締役社長 篠原敏秀氏（写真右）と
ITコーディネータの山田義治氏
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報処理振興事業協会（IPA）が1999
年6月から始めた「戦略的情報化投
資活性化支援事業」（ITSSP事業）
の一環として行われた。

IT診断を行ったのは、ITコーディ
ネータの山田義治氏だ。

山田氏はITSSP事業を使った支援
を考えていく中で、「農業とIT」と
いうテーマで情報化計画の策定など
を模索していた。そんなときに、栃
木県農業振興公社からこの「どまん
なか たぬま」を紹介された。
「最初に紹介されたときは、田沼

町でどうやって道の駅が成り立つの
か不思議に思った、というのが率直
な印象です」

篠原氏はIT診断の実施を快く受
け入れた。しかし、「どまんなか た
ぬま」ではオープンの時点でPOSレ
ジを導入するなど、ひと通りのIT
の設備は整っていた。

そこで山田氏は、今後の道の駅の
あるべき方向を探るために、来場者
がどこから来ているのか、また生産

者はどのようなことを望
んでいるかなどの調査を
インタビューを交えて行っ
た。その調査結果を元に、
例 え ば 品 切 れ の 情 報 を
メールで生産者へ送るシ
ステムなどを提案した。

農家との情報共有は篠
原 氏 も 考 え て い る 課 題
だった。しかし篠原氏は、
その前に農家の意識を変
えることから着手した。
例えばバーコードのシー
ルを、自分たちで商品に
貼ってもらうように指導
したのもその1つだ
「農家の人たちの中には

道の駅で売ることが初め
ての方も多かったので、
最初は少し戸惑っていた
と思います。しかし、こ
れはビジネスです。うち
の一取引先としてしっか

りと自覚をもってやっていただける
ように、意識面を含めて具体的にア
ドバイスしました」

同時にIT化も徐々に進めていっ
た。当初は商品の品切れ情報はス
タッフが農家に1件1件電話していた
が、山田氏が提案したようなメール
配信で情報を伝えるシステムへ変え
ていった。現在では1時間に1回、最
新の売上情報をメールで届けている。

オープン当初は、朝に農作物を届
ければそれでその日の仕事は終わ
り。売り切れになっていても補充さ
れることはなかったが、現在は100
個収めた野菜のうち半分が売れたと
いう情報が生産者に届けば、追加で
50個納品しようという意識に変わっ
ていった。今では100件以上の農家
がこのメール配信のサービスを利用
している。
「品切れになり農家の方が商品を

持ってこない状態が続いた場合、客
の満足度を下げることになる。そう
なると客はだんだん離れていく。そ
れは地産地消ではなくなるし、道の
駅の売り上げは上がっても、農家に
売り上げが還元されないケースも出
てくる。そんな中で、ここは地元と
好循環で回り、いい関係を保ってい
ると思います」（山田氏）

2011年10月に公式HP、同11月に
は公式WEBストア（ネット通販サイ
ト）を立ち上げた。篠原氏は「近い
将来、ITを制したものが小売を制
する時代が来ると思っています。リ
アル店舗がなくネット販売だけをし
ているところが多い状況の中で、う
ちにはリアル店舗がある。店舗があ
ることを強みにして、ネット時代に
どう取り組んでいくか。それにも
チャレンジしていきたい」と語る。
「地域の中で核になる道の駅とい

う施設があって、そこがしっかり運
営されているからこそ農家の方た
ちもIT化しやすい。そういう意味
ではここがITで先手先手を打って、
それにつられて農家もどんどんIT
化が進んでいく。農家がITで元気
になっていくという、とてもいいモ
デルだと思います」（山田氏）

最後に篠原氏に山田氏の仕事ぶり
について聞いてみた。
「山田さんは、ITコーディネータ

としてきちっと仕事をしているとい
う印象を受けました。これからの時
代はITをどうやって我々の中に取
り込んで、そしてビジネスにつなげ
ていくかが重要になります。ITコー
ディネータには期待しています」

品切れがないように
売上情報をメールで配信

農家の意識を変革し、IT化にも積極的に取り組む

 〈法人概要〉
株式会社どまんなかたぬま
栃木県佐野市吉水町366-2
http://domannaka.co.jp/
設立：2003年10月

人気の中華レストラン 「花と華」は直営店

株式会社ユーキャン　山田義治
http://www.ucan-ltd.co.jp/

ITコーディネータ

新鮮な野菜が並ぶ農産物直売所 「朝採り館」
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特集

農林水産業におけるIT利活用 〜ITCができること〜

埼玉県深谷市といえば、この周辺
で作られる「深谷ねぎ」が全国的に
有名だ。深谷ねぎは、白根の部分が
柔らかく、鍋物や焼きねぎなどに欠
かせない高品質な食材として人気が
高い。そして、深谷市はねぎだけで
なく、チューリップ、ユリなどの全
国有数の産地でもあり、ほかにも首
都圏向けにブロッコリーやトウモロ
コシも多く作られている。

この深谷市でごぼう農園を営んで
いるのが「力丸農園」だ。深谷ねぎ
も作っているが、最近はごぼうのほ
うに特に力を入れている。力丸農園
は利根川の河川敷の肥沃な沖積土壌
地帯にあり、この一帯は昔からごぼ
う作りが盛んだ。

力丸農園で収穫されるごぼうは、
「ごぼうだもの」という商品名で近
隣の直売所やスーパーで販売されて
いる。このごぼうの大きな特徴は、
糖度が高いこと。そして、中が真っ
白でさくっとした食感があり風味が
豊か。一般のごぼうとはまったく違
う質の高いものだ。

この「ごぼうだもの」の人気は高

く、近隣のほかには埼玉県、群馬県
の一部の道の駅や、ごく少数の飲食
店に出荷している程度で、なかなか
手に入らない。

さらに、代表の力丸敦夫氏が書い
ているブログで徐々に評判が広ま
り、全国に熱心な「ごぼうだもの」
ファンができているくらいだ。

力丸氏は2012年に6次産業化の認
定申請を行った。6次産業とは、農
業や水産業などの第1次産業に携わ
る農家などが、食品加工や流通販売
にも業務展開していく経営形態を表
す言葉。例としては自ら生産した農
産物を使った加工品の製造、消費者
への直接販売、レストランの経営な
どが挙げられる。

農林水産省では、雇用と所得を確
保し、若者や子供も集落に定住でき
る社会を構築するため、農林漁業生
産と加工・販売の一体化や、地域資
源を活用した新たな産業の創出を促
進するなど、農山漁村の6次産業化
を推進している。そして、6次産業化・
地産地消法に基づく「総合化事業計
画」及び「研究開発・成果利用事業

計画」の申請を受け付けており、認
定されれば新商品開発、販路開拓等
に対する補助金の支給や融資面での
優遇などが受けられる。

力丸農園はごぼうを原料とした加
工品「ごぼう茶だもの」というお茶
の製造販売を2012年から始めてい
た。そして、ごぼう加工品のアイテ
ム増強に向けて6次産業化の法認定
を申請し、2013年2月に認定を取得
した。「認定農家になれば、ごぼう
茶の販路も広がるのではと思い申請
したのです」（力丸氏）

ごぼうは出荷するにあたっては、
破棄してしまう部分がある。それを
お茶にしないかという話をある加工
業者から持ちかけられたのが、ごぼ
うの加工品に手を出そうとしたきっ
かけだった。
「ごぼう茶だもの」の特徴は、一

般的なごぼう茶の糖度が10 ～ 12度
に対して、平均で21度を誇る点。さ
らに原料には自家産のごぼうだけを
使用。天日乾燥をして飲みやすさを
追求した焙煎も大きなポイントだ。

申請に当たって力丸氏は「埼玉6
次産業化サポートセンター」に相談
をした。このセンターは、平成23年
度関東農政局6次産業総合推進委託
事業における埼玉担当の支援事業体
であり、6次産業化をめざす農家を
サポートする窓口になっていた（現
在は埼玉県下8農林振興センターに
窓口が設置されている）。

力丸氏はここで、総合化事業計画
の策定に詳しいプランナーとして
ITコーディネータの内田紀郎氏を
紹介された。
「総合化事業計画を作るにあたっ

6次産業化の認定農家になるためにITCがサポート
−力丸農園、埼玉県大里農林振興センター−

ねぎで有名な深谷市で
糖度が高いごぼうで勝負

加工や流通のために
6次産業化の認定申請を

ITCの力を借りて
念願の認定農家へ

力丸農園 代表 力丸敦夫氏 ITコーディネータ 内田紀郎氏
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ては、販路開拓、マーケティング部
分が中心になりました。さらに、力
丸さんには販路拡大のためにも、少
しずつITを導入することを勧めま
した」（内田氏）

力丸氏はまずはブログを開設し、
パソコンを常に使う環境を作ること
から始めた。ブログは1年以上続き、
次はフェイスブックで農園のページ
を作りたいという。簡単なものから、
無理なく少しずつやっていくという
のが力丸氏のスタイルだ。

力丸氏は内田氏の仕事ぶりを高く
評価している。
「めちゃめちゃいいチームでした

よ。あのチームに支えられたので認
定が取れたんですよ。6次産業化に
関してはまったく知識がなかったの
を一から教えていただきました。そ
して、農業の現場をよく分かってい
る方々で、まずは農作業があって、
それが核になったうえでの6次産業
化。そこを考慮していろいろと手助
けしていただきました」

認定されたことで「ごぼうだもの」

という商標も取れた。今後
はごぼうチップやごぼう
チョコなど、「ごぼうだも
の」ブランドのシリーズ化
も検討していくという。
「フェイスブックの次は

公式ホームページも作って
いきたいですね。「ごぼう
だもの」のごぼうは、この
界隈じゃなければ買えない
超ローカルブランドのもの
にしたいんです。でも加工

品はどこでも買えるようにしたい。
その情報発信を、貪欲に行っていき
たいです」（力丸氏）

力丸農園の力丸氏が“チーム”と
表現していた一人が、埼玉県大里農
林振興センターで6次産業支援を担
当している普及指導員 丸岡広美氏
だ。農林振興センターは埼玉県の農
業、林業等を振興するため、農林部
の総合的地域機関として県内8か所
に設置されている。大里農林振興セ
ンターは熊谷市、深谷市、寄居町の
2市1町が管轄になる。
「私ども普及指導員は、直接農業

者に接して、農業生産方式の合理化
や農業経営の改善等の科学的技術及
び知識の普及を図っています。埼玉
県では普及指導員が、6次産業化を
目指す農業者の方々に、国の「総合
化事業計画」に関する申請・認定後
の支援はもとより、全般的な相談に
対応しています」（丸岡氏）

6 次 産 業 化 を し た い と
思っている農家は、自分の
商品を世の中に広めたいと
考えている人が多いので、
できるだけ多くITに関する
情報の提供を行っている。
例えば、ネット販売以外に
も、タイムリーな話題で農
園のファンを増やすには、
フェイスブックやツイッ

ターなどのSNSで情報を発信するこ
とも有効だと丸岡氏は考えている。
「6次産業化を進める中でITはと

ても重要だと思います。すでに取り
組んでる方もいますが、これから取
り組もうとしている方には、役に立
つITの情報は積極的に提供してい
きいと思います」

丸岡氏は、一緒に力丸農園を支援
した内田氏がITコーディネータだ
ということを、今回初めて知ったと
いう。
「私が内田さんとお付き合いして

いるのは、ITコーディネータとい
うよりはサポートセンターの6次産
業化プランナーという立場だった
からです。もっとITコーディネー
タという資格をPRしていただいて、
こういう仕事をしていて、こういう
専門職ですと広めていただきたいで
すね」

丸岡氏は内田氏の仕事ぶりに対し
ては、「農業者に寄りそって、必要
な情報をタイムリーに流していただ
いているので、いつも感謝していま
す」と語る。

内田氏もITコーディネータのス
キルを生かして、今後も農業を応援
していきたいという。「支援する目
的は、すべての農業者の収入を増や
すこと。工夫すれば100円のものが
1000円で売れるのです。そのような
アドバイスをして、農業者を元気に
していきたいですね」

6次化を目指す農家へ
IT化などの情報を提供

6次産業化の認定農家になるためにITCがサポート

利根川の河川敷に広がる力丸農園

埼玉県大里農林振興センター 農業支援部 新規就農・
法人化担当 担当課長 丸岡広美氏

 〈農場概要〉
力丸農園
埼玉県深谷市前小屋44
http://ameblo.jp/goboudamono/ （ブログ）

 〈組織概要〉
埼玉県大里農林振興センター
埼玉県熊谷市久保島1373-1
http://www.pref.saitama.lg.jp/soshiki/k15/

さいたま IT 経営支援 LLP　内田紀郎
http://www.saitama-itkeiei.jp/

ITコーディネータ
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